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人事行政の運営等の状況 

 

Ⅰ 職員の任免及び職員数に関する状況 

 

北海道市町村職員退職手当組合（以下「組合」という。）職員の採用にあたっ

ては、資格試験による採用、選考考査による採用、再任用制度による採用及び 

任期付職員の採用を行っている。 

また、職員の昇任については、試験を実施しておらず選考考査を行っている。 

 

１ 職員の採用及び退職の状況 （平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日） 

（単位:人）  

区 分 採 用 
退 職 

定 年 その他 合 計 

一般行政職 4 0 1 1 
 
※ 採用者の内 1 人は、任期付職員である。 

※ その他退職者は、任期付職員の期間満了によるものである。 
 

 

２ 職員の昇任及び降任の状況 （平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日） 

（単位:人）  

区 分 
昇 任 

降 任 
事務局長 統括監 課 長 課長補佐 係 長 

一般行政職 0 0 0 0 0 0 

 

３ 職員の在職状況 （平成 29 年 3 月 1 日現在） 

 

⑴ 部門別職員数の状況 

（単位:人）  

一般行政職 
職 員 数 

事務局長 統括監 課 長 課長補佐 係 長 総務係 給付係 会計係 合 計 

平成27年度 1 1 1 0 1 1 0 0 5 

平成28年度 1 1 1 0 1 1 2 1 8 

増 減 数 0 0 0 0 0 0 2 1 3 

 

⑵ 年齢階層別職員数 

（単位:人）  

年 齢 20歳未満 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50歳 51歳 52歳 53歳 

職員数  3  2    1 

年 齢 54歳 55歳 56歳 57歳 58歳 59歳 
60歳以

上 
合 計 

職員数   1    1 8 
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Ⅱ 職員の人事評価の状況 

 

組合では、能力・実績に基づく人事管理の基礎となるものとして、平成 28 年  

4 月 1 日から人事評価制度を導入した。 

人事評価の結果を昇任、昇給、勤勉手当など人事・給与へ活用するとともに、 

人材育成の指標とするなど人事管理の仕組みを整備する。 

 

 
 

⑴ 評価項目及び評価要素 

  

評価項目 評 価 要 素 

業 績 評 価 業務の成果 

能 力 評 価 

知識・技能、組織経営力、ビジョン形成力、統率力、評価力、指

導力、人材育成力、判断力、理解力、企画・計画力、改善・工夫

力、調整力、折衝力、表現力、情報交換力、注意力 

意 欲 評 価 責任感、行動力、積極性、協調性、規律性、適格性 

 

⑵ 評価者及び被評価者 

  

被評価者の区分 1 次評価者 2 次評価者 

統括監 事務局長 ― 

課長及び課長補佐 統括監 事務局長 

係長 課長 統括監 

一般事務職員 課長 統括監 
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Ⅲ 職員の給料及び手当の状況 

 

１ 職員給与費の状況 （平成 28 年度決算） 

  

歳 出 総 額  ⒜ 職 員 給 与 費  ⒝ 人 件 費 率 (b/a) 

27,712,919 千円 44,900 千円 0.16 ％ 

 

２ 職員給与費の内訳 （平成 28 年度決算） 

  

職員数 職 員 給 与 費 1 人当たりの 

給与費 (b/a) ⒜ 給 料 期末･勤勉手当 その他の手当 計  ⒝ 

8 人 27,556 千円 9,210 千円 8,134 千円 44,900 千円 5,612 千円 

 

３ 職員の平均年齢及び平均給料月額の状況 

  

 平 均 年 齢 平均給料月額 

平成 29 年 3 月 1 日現在 42 歳 2 月 294,487 円 

平成 28 年 3 月 1 日現在 48 歳 3 月 349,100 円 

 

４ 職員の初任給の状況 （平成 29 年 4 月 1 日現在） 

  

区  分 
組  合 北 海 道 

初 任 給 2 年経過日 初 任 給 2 年経過日 

一般行政職 

大学卒 178,200 円 190,100 円 178,200 円 190,100 円 

短大卒 158,800 円 170,300 円 158,800 円 170,300 円 

高校卒 146,100 円 154,500 円 146,100 円 154,500 円 

 

５ 職員の級別職員数の状況 （平成 29 年 3 月 1 日現在） 

  

年 齢 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 

合 計 
標準的

な職務

内容 

主 事 主 事 主 任 係 長 課 長 
事務局長 

統 括 監 

職員数 2 名 1 名 1 名 1 名 1 名 2 名 8 名 

構成比 25.0% 12.5% 12.5% 12.5% 12.5% 25.0% 100% 
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６ 職員の手当の状況 （平成 28 年度決算） 

  

区 分 支 給 内 容 支 給 額 

扶養手当 

扶養親族のある職員に支給 

①配偶者 13,000 円 

②配偶者以外の扶養親族 

・1 人につき 6,500 円 

162,500 円 

地域手当 

給料、扶養手当、管理職手当の合計額に 

札幌市内で勤務する職員には 3%を乗じた

額を支給 
873,807 円 

住居手当 
月額 12,000 円を超える家賃を支払って 

いる職員に支給 852,500 円 

通勤手当 
通勤のため交通機関等を利用している 

職員に支給 
1,002,790 円 

寒冷地手当 

北海道内 2 級地に居住する職員に支給 

・扶養親族のある世帯主 月額 23,360 円 

・扶養親族のない世帯主 月額 13,060 円 

・その他 月額 8,800 円 

455,000 円 

期末・勤勉手当 

6 月 1 日及び 12 月 1 日にそれぞれ在職  

する職員に対して支給（再任用職員） 

・6 月 2.025 月分（1.025 月分） 

・12 月 2.275 月分（1.225 月分） 

9,209,956 円 

管理職手当 管理職員に対し、職務に応じ定額を支給 2,438,292 円 

管理職員 

特別勤務手当 

管理職員が臨時又は緊急の必要その他の 

公務の運営の必要により週休日又は休日

等に勤務した場合に支給 
 － 円 

時間外勤務・ 

休日勤務手当 

１ 正規の勤務時間を超えて勤務した 

職員に支給（管理職員を除く。） 

２ 休日等に正規の勤務時間として勤務

した職員に支給（管理職員を除く。） 

2,683,238 円 

退職手当 非違なく退職した職員に支給 330,774 円 

 

〈参考〉 退職手当の状況 （平成 29 年 3 月 31 日現在） 

区  分 
組  合 国 

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年 

支給率 

勤続 20 年 20.445 月分 
25.55625 月

分 
20.445 月分 

25.55625 月

分 

勤続 25 年 29.145 月分 34.5825 月分 29.145 月分 34.5825 月分 

勤続 30 年 36.105 月分 42.4125 月分 36.105 月分 42.4125 月分 
 
 ※ 最高限度額 49.59 月分 

 ※ 加算措置：定年前早期退職特例措置 2% ～ 45% 
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Ⅳ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 

１ 勤務時間の状況（始業・終業時刻等） 

 

組合の勤務時間は、7 時間 45 分である。（休憩時間を除く。） 

始業時刻は、午前 8 時 45 分、終業時刻は、午後 5 時 30 分である。 

午前 12 時から午後 1 時までが休憩時間である。 

 

２ 年次有給休暇の状況 

 

⑴ 制度の概要 

職員には、暦年（1 月 1 日から 12 月 31 日まで）ごとに 20 日（年の中途で 

採用された者には月割の日数）の年次有給休暇が与えられており（日単位で 

与えることが原則であるが、必要に応じて、半日又は時間単位で与えることも

できる。）、翌年に限り 20 日を限度としてこれを繰り越すことができる。 

 

⑵ 取得状況 （平成 28 年 1 月 1 日から平成 28 年 12 月 31 日まで） 

 

年次有給休暇総付与日数 ⒜ 240 日 0 時間  

年次有給休暇総取得日数 ⒝ 66 日 2 時間  

年次有給休暇対象職員数 ⒞ 8 名  

年次有給休暇平均取得日数 (b/c) 8 日 2 時間  

年次有給休暇消化率 (b/a) 27.5 ％  

 

３ 病気休暇 

 

⑴ 制度の概要 

病気休暇は、職員が負傷又は病気を療養するために必要とされる期間につい

て認められる有給休暇である。 

病気休暇が認められる場合及びそれぞれの期間は次のとおりである。 

 

事   由 期    間 

公務上の負傷又は疾病 医師の証明等に基づき必要な期間 

結核性疾病 
1年を超えない範囲において、医師の証明等に基づき

必要と認められる期間 

結核性以外の私傷病 
90 日を超えない範囲において、医師の証明等に基づ

き必要と認められる期間 

 

⑵ 取得状況 （平成 28 年 1 月 1 日から平成 28 年 12 月 31 日まで） 

 

病気休暇 
（公務上の負傷又は疾病） 

総取得日数 11 日 0 時間  

対象職員数 3 名  
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４ 特別休暇の状況 

 

⑴ 制度の概要 

特別休暇は、職員の公私の特別の事情に基づき与えられる有給休暇であり、 

やむを得ない公的要請又は社会通念上妥当な個人的事情がある場合に限って 

認められる。 

 

特別休暇が認められる場合の種類及びそれぞれの期間 

種  類 期   間 

公民権行使休暇 必要と認められる期間 

官公署出頭休暇 必要と認められる期間 

骨髄移植休暇 必要と認められる期間 

ボランティア休暇 1 の年において 5 日の範囲内の期間 

結婚休暇 
組合長が別に定める期間内における連続する 5 日の範囲

内の期間 

妊娠出産後通院休暇 

ｲ 妊娠満 23 週（第 6 月末）まで 

ﾛ 妊娠満 24 週（第 7 月）から妊娠  

満 35 週（第 9 月末）まで 

ﾊ 妊娠満 36 週（第 10 月）から出産 

まで 

ﾆ 出産後 1 年まで 

4 週間に 1 日 

4 週間に 1 日 

 

1 週間に 1 日 

 

1 日 

妊娠中通勤緩和休暇 1 日合わせて 1 時間以内の期間 

妊娠障害休暇 14 日の範囲内の期間 

産前休暇 
出産予定日の前日から起算して 8 週間前の日から 出産の

日までの期間内において必要とする期間 

産後休暇 出産の日の翌日から 8 週間を経過する日までの期間 

育児休暇 1 日 2 回合わせて 2 時間以内の期間 

生理休暇 
1 回につき連続する 3 日の期間内において必要とする  

期間 

配偶者出産休暇 組合長が別に定める期間内における 3 日の範囲内の期間 

短期介護休暇 
1 の年において 5 日(要介護者が 2 人以上の場合にあって

は、10 日)の範囲内の期間 

忌引休暇 

親族に応じた連続する日数（葬儀のため遠隔の地に赴く

場合にあっては、往復に要する日数を加えた日数）の範

囲内の期間 

法要祭日休暇 1 日の範囲内の期間 

夏季休暇 
1 の年の 7 月から 9 月の期間内における 3 日の範囲内の

期間 

健康増進休暇 1 の年の期間内における 3 日の範囲内の期間 

災害事故休暇 必要と認められる期間 

災害時退勤休暇 必要と認められる期間 
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⑵ 特別休暇取得の状況 （平成 28 年 1 月 1 日から平成 28 年 12 月 31 日まで） 

 

忌引休暇 
総取得日数 7 日 0 時間 

対象職員数 1 名 

法要祭日休暇 
総取得日数 2 日 5 時間 

対象職員数 3 名 

夏季休暇 
総取得日数 24 日 0 時間 

対象職員数 8 名 

健康増進休暇 
総取得日数 8 日 0 時間 

対象職員数 8 名 

 

４ 介護休暇 

 

⑴ 制度の概要 

職員が、負傷、疾病又は老齢により日常生活を営むのに支障がある者（要 

介護者）の介護をするため、勤務しないことが相当であると認められる場合に

おける休暇であり、要介護者の継続する状態について 3 ヶ月以内の必要と認め

られる期間与えられるが、介護休暇によって勤務しない時間については、給料

が減額される。 

 

⑵ 介護休暇取得の状況 ～ 平成 28 年度 取得者なし。 
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Ⅴ 職員の休業に関する状況 

 

１ 職員の休業制度の概要及び取得状況 

 

休業とは、比較的長期にわたり、連続して勤務時間の全部又は一部を勤務しな

いことができる制度である。組合には次の 4 種類の休業等の制度がある。 

 

⑴ 育児休業 

 

育児休業とは、組合長の承認を受けて、3 歳に満たない子を養育するため、

当該子が３歳に達する日まで休業することができる制度である。対象は、一般

職の男女職員で、育児休業の期間中は、給与は支給されない（期末・勤勉手当

は、支給期間中の勤務した期間に応じて支給する。）。 

 

⑵ 部分休業 

 

部分休業とは、公務に支障のない範囲内で、小学校就学の始期に達するまで

の子を養育するため、1 日の勤務時間の一部を勤務しないことができる制度 

である。1 日を通じて 2 時間以内で、正規の勤務時間の始め又は終わりに承認

する。 

部分休業の承認を受けて勤務しない場合には、その時間に応じて給与が減額

される。 

 

⑶ 育児短時間勤務 

 

育児短時間勤務は、小学校就学の始期に達するまでの子を養育するため、 

当該子がその始期に達するまで、常時勤務を要する職を占めたまま、育児休業

法で定める勤務の形態により、希望する日及び時間帯において勤務することが

できる制度である。 

 

⑷ 配偶者同行休業 

 

配偶者同行休業とは、6 月以上にわたって配偶者の外国での勤務等が継続 

することが見込まれる場合、配偶者に同行するため、２年を超えない範囲内で

休業することができる制度である。配偶者同行休業の期間中は、給与は支給 

されない。 

 

⑸ 休業制度利用の状況 ～ 平成 28 年度 利用者なし。 
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Ⅵ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

 

１ 分 限 

 

⑴ 分限処分の概要 

分限処分とは、職員の身分保障を前提としつつ、職員がその職責を充分に 

果たすことが期待できない場合に、職員の意に反する不利益な身分上の変動を

もたらす処分であり、その種類には、休職、降任、降給及び免職の４種類が 

あり、それぞれの事由については、次表のとおりである。 

 

分限処分の種類 事        由 

降任・降給 

免   職 

勤務実績が良くない場合 

心身の故障のため、職務の遂行に支障があり又はこれに堪えな

い場合 

その職に必要な適格性を欠く場合 

職制若しくは定数の改廃又は予算の減少により廃職又は過員を

生じた場合 

休  職 

心身の故障のため、長期の休養を要する場合 

刑事事件に関し起訴された場合 

水難、火災その他の災害により生死不明又は所在不明となった

場合 

 

⑵ 分限処分の状況 ～ 平成 28 年度 処分者なし。 

 

２ 懲 戒 

 

⑴ 懲戒処分の概要 

懲戒処分とは、職員の一定の義務違反（ｱ 地方公務員法や組合条例等に違反

した場合 ｲ 職務上の義務に違反し又は職務を怠った場合 ｳ 全体の奉仕者たる

にふさわしくない非行があった場合）に対する道義的責任を問うことにより、

組合における規律と公務遂行の秩序を維持することを目的として組合長が科す

る処分であり、その種類には、戒告、減給、停職及び免職の 4 種類があり、 

それぞれの内容については、次表のとおりである。 

 

懲戒処分の種類 処  分  内  容 

戒  告 
職員の規律違反の責任を確認するとともに、その将来を戒める

処分 

減  給 一定期間、職員の給与の一定割合を減額して支給する処分 

停  職 職員を職務に従事させない処分 

免  職 職員としての身分を失わせる処分 

 

⑵ 懲戒処分の状況 ～ 平成 28 年度 処分者なし。 
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Ⅶ 職員の服務の状況 

 

１ 地方公務員の服務規律の概要 

 

地方公務員法第 30 条では、服務の根本基準として、「すべて職員は、全体の 

奉仕者として、公共の利益のために勤務し、かつ、職務の遂行に当たっては、 

全力を挙げてこれに専念しなければならない。」と規定している。この根本基準

の趣旨を具体的に実現するため、同法は、職員に対し、法令及び上司の職務上の

命令に従う義務、職務上知り得た秘密を守る義務、争議行為及び信用失墜行為の

禁止、政治的行為及び営利企業への就職の制限など、民間企業の勤労者とはかな

り異なる服務上の強い制約を課している。 

 

２ 営利企業等の従事の状況 

 

職務の遂行に当たって全力を挙げてこれに専念すべきことは、職員の基本的 

義務であり、これに直接、間接に悪影響を及ぼすような行為に職員が従事する 

ことは、勤務時間の内外を問わず制限する必要がある。また、職員が組合との 

間に取引きその他の利害関係を持つことは、職務の公正な執行を妨げるおそれが

あることから、このような行為も制限する必要があり、地方公務員法では、この

ような趣旨に基づき、職員が営利企業等に従事することを原則として制限して 

いるが、組合長が職務の遂行に悪影響を及ぼさないと判断した場合には、営利 

企業等に従事することを許可することもできる。ない、組合職員において、この

営利企業等の従事許可を受けている者はいない。 

 

３ 職務に専念する義務の特例に関する条例による免除の状況 

 

職員は、職務専念義務として法律又は条例に特別の規定がある場合以外は、 

その勤務時間及び職務上の注意力の全てを職責遂行のために用い、組合がなす 

べき責を有する職務のみに従事しなければならない。この職務専念義務の免除に

ついては、合理的な理由がある場合に限られるが、職務専念義務の免除が認めら

れる法律上の規定には、休職・停職にされた場合、病者（伝染病）として就業 

禁止となった場合、育児休業及び部分休業の承認を受けた場合及び年次有給  

休暇、特別休暇の許可を受けた場合等があり、条例に定める特別の規定には、 

休日（国民の祝日、年末年始の休日等）等があるが、組合では北海道市町村職員

退職手当組合職務に専念する義務の特例に関する条例により次に掲げる事由に 

該当する場合にも職務専念義務の免除を承認している。 

 

① 研修を受ける場合 

② 厚生に関する計画の実施に参加する場合 

③ もっぱら職員団体の業務に従事する場合 

④ その他組合長が定める場合 
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Ⅷ 職員の研修の状況 

 

組合行政の能率をより一層発揮するためには、職員の能力を開発し、向上させ

ることが極めて重要であり、この具体的措置として職員の研修がある。 

組合では、北海道市町村職員研修センターが主催する市町村職員研修及び各種

団体等が行う組合業務に関する研修会等へ職員を参加させるとともに、組合に 

おいて内部自主研修を行うことにより、職員の能力開発・向上に努めている。 

 

平成 28 年度 組合職員の研修等への参加状況 

研 修 等 対象職等 参加人数 

石狩管内町村等新規採用職員基礎研修 新採用 2 名 

全国退職手当制度研究会 管理職 3 名 

社会保険算定基礎届事務講習会 担当者 1 名 

北東協 職員事務研修会 一般職 3 名 

メンタルヘルスセミナー 管理職 2 名 

地方公会計改革推進セミナー 担当者 1 名 

地方公会計に係る研修会 担当者 1 名 

給与制度研修会 担当者 2 名 

新公会計制度研修 担当者 1 名 

全退協 都道府県退職手当組合職員研修会 一般職 3 名 

東日本退職手当事務研究会 管理職 3 名 

資金運用担当者セミナー 担当者 1 名 

行政不服審査制度の運用に関する研修会 全職員 2 名 

 

平成 28 年度 組合内部研修の参加状況 

研 修 等 種 別 参加人数 

公用文の基礎知識 自主研修 7 名 

会計の基礎知識 実務研修 7 名 

新任職員研修１ 新任研修 3 名 

新任職員研修２ 新任研修 3 名 

決算の基礎知識 自主研修 3 名 

退職手当と税金の基礎知識 自主研修 6 名 

例規審査の基礎知識 実務研修 4 名 

組合職員人事評価制度 実務研修 1 名 

法令と法解釈の基礎知識 自主研修 7 名 

原本還付請求の基礎知識 実務研修 7 名 

行政対象暴力対応の基礎知識 自主研修 7 名 

判例に学ぶ 実務研修 7 名 

新任職員研修３ 新任研修 1 名 
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Ⅸ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

 

職員が元気に安心して働き、能力を十分発揮できるよう、健康管理と福利厚生

に関する取組みを行っている。 

 

１ 健康管理の実施状況 

 

組合では、人間ドックに要する経費のうち、本人負担分のうち 35,000 円を  

上限として助成している。なお、平成 28 年度に人間ドックを受診した者は、4 名

であり、要した金額は、114 千円であった。 

 

２ 災害補償の実施状況 

 

職員が公務（通勤途上を含む。）により死亡し、負傷し、又は疾病に罹った  

場合等には、職員又は職員の遺族に損害を補償（療養補償、休業補償、障害 補

償及び遺族補償）しなければならないが、この補償の迅速かつ公正な実施を確保

するために地方公務員災害補償法が制定されており、同法に基づき地方 公務員

災害補償基金という補償機関が設置され、組合に代わって公務災害補償を行って

いる。なお、平成28年度中には、公務上の災害及び通勤災害該当の災害と認定さ

れるような事故は発生しなかった。 

 

３ 互助会に対する助成の状況等 

 

組合では職員を会員とする互助会が設置されており、職員からの会費により 

運営され、レクリエーション、慶弔給付等が実施されている。 

組合では、この互助会に対する助成は行っていない。 

また、全国町村会の団体生命共済（職員の福祉増進や生活安定、勤労意欲の 

向上を図ることを目的として、全国町村会が「弔慰金規程」を設け、保険会社と

定期契約を結び、職員が死亡・高度障害となってしまった場合に、組合から弔慰

金を支給する共済制度）に組合として加入している。なお、平成 28 年度では、 

保険料として 18 千円を支出した。 

 

４ 共済制度の概要 

 

地方公務員法第 43 条では、職員又は職員の被扶養者の病気、負傷、出産、  

休業、災害、退職、障害、死亡に関して適切な給付を行うために、相互救済を 

目的とする共済制度が実施されなければならないことが規定されている。 

地方公務員とその被扶養者又は遺族の生活の安定と福祉の向上に寄与すること

及び公務の能率運営に資することがこの制度の目的となっている。 

この共済制度を運用し、実施する主体が共済組合（組合は北海道市町村職員 

共済組合に属している。）であり、地方公務員と地方公共団体において、分担 

拠出する財源によって、地方公務員のために、健康保険法及び厚生年金保険を 

代行する短期給付及び長期給付を行い、かつ、福祉事業も合わせて行っている。 

 



人事行政の運営等の状況 

 

Ⅹ 北海道人事委員会からの報告 

 

 地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）第 7 条第 4 項に基づき、北海道人事

委員会（事務局：総務審査課総務審査グループ）に事務委託を行っている。 

以下の状況については、同法第 58 条の 2 第 2 項に基づく報告による。 

 

１ 勤務条件に関する措置の要求の概要 

 

地方公務員法により職員は、勤務時間その他の勤務条件（給料、諸手当、旅費

等の給与その他の給付、勤務時間、休日、休暇、福利厚生事業、執務環境等）に

関し、公平委員会（組合では、北海道公平委員会に事務を委託している。）に 

対して、組合により適当な措置が採られるべきことを要求することができること

とされている。 

公平委員会は、職員からの勤務条件に関する措置要求があったときは、事案に

ついて口頭審理その他の方法による審査を行わなければならず、また、その事案

を判定し、その結果に基づいて、公平委員会自らが実行又は組合に対し必要な 

勧告をしなければならない。 

なお、平成28年度中に職員から勤務条件に関する措置の要求がなされたことは

なかった。 

 

２ 不利益処分に関する不服申立ての概要 

 

地方公務員法により一定の不利益処分（懲戒処分としての免職、停職、減給 

及び戒告、分限処分としての免職、休職、降任及び降給等）を受けた職員は、 

公平委員会に対して不服申立てを行うことができることとされている。 

公平委員会は、職員からの不服申立てを受けたときは、直ちにその事案につい

て口頭審理又は書面審理等による審査を行わなければならず、また、その事案を

判定し、その結果に基づいて、当該不利益処分の承認、修正、取消し等の措置を

採らなければならない。 

なお、平成28年度中に職員から不利益処分に関する不服申立てがなされたこと

はなかった。 

 

３ 職員からの苦情の処理の状況 

 

平成 28 年度中に職員からの苦情に関する届出がなされたことはなかった。 
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